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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第64期
第２四半期
連結累計期間

第65期
第２四半期
連結累計期間

第64期

連結会計期間
自 2016年４月１日
至 2016年９月30日

自 2017年４月１日
至 2017年９月30日

自 2016年４月１日
至 2017年３月31日

売上収益
(百万円)

64,949 84,132
147,360

(第２四半期連結会計期間) (31,309) (43,201)

税引前四半期利益又は
税引前利益

(百万円) 1,857 6,428 10,160

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益(損失) (百万円)

△69 2,952
4,743

(第２四半期連結会計期間) (△742) (1,475)

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)包括利益

(百万円) △4,661 3,921 4,481

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 46,654 59,060 55,475

資産合計 (百万円) 112,694 129,185 130,943

基本的１株当たり
四半期(当期)利益(損失) (円)

△2.88 122.92
197.51

(第２四半期連結会計期間) (△30.88) (61.43)

希薄化後１株当たり
四半期(当期)利益

(円) ― ― ―

親会社所有者帰属持分比率 (％) 41.4 45.7 42.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,121 10,568 9,480

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,821 △3,827 △9,163

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 794 △7,182 1,007

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 14,078 16,711 16,693
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上収益には、消費税等を含めておりません。

３　百万円未満を四捨五入して記載しております。

４ 希薄化後１株当たり四半期(当期)利益については、希薄化効果を有する株式が存在しないため記載しており

ません。

５ 上記指標は、国際会計基準(IFRS)により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいており

ます。

　

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

EDINET提出書類

八千代工業株式会社(E02224)

四半期報告書

 2/27



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判

断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項について重要な変更及び新たに生じたものはありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間の経済状況は、国内においては、個人消費や設備投資は持ち直しの動きがみられ、緩

やかな回復基調が続いております。一方、海外においては、米国の景気は、金融市場の変動影響等が懸念されるも

のの、雇用環境の改善に伴う個人消費の増加を中心として回復が続いております。アジア諸国の景気は、中国では

不動産価格や過剰債務問題を含む金融市場の動向等が懸念されるものの各種政策効果もあり、持ち直しの動きがみ

られております。インドでは内需を中心に緩やかに回復しており、その他のアジア諸国においても、景気の持ち直

しの動きがみられております。欧州主要国の景気は、地政学的リスク、政策に関する不確実性の影響等が懸念され

るものの、緩やかに回復しております。

　このような状況のもと、当社グループは、2020年Vision「卓越した技術と特長ある製品で真のワールドワイドプ

レイヤーになる」の達成に向け、2017年４月からの中期３カ年（17－19中期）で「グローバルでトップの技術・製

品の競争力を実現する」ことを目指し事業を推進しております。「ヤチヨ企業理念」及び「安定した品質と納入」

をベースに、「各事業の自主自立」「世界一もしくは世界初の技術・製品の実現」「働き方改革による現場力の飛

躍的向上」に取り組んでおります。

　当第２四半期連結累計期間の売上収益は、自動車部品において受注が増加したこと、また自動車組立において前

期は熊本地震による減産影響がありましたがその受注が回復したことなどにより、841億３千２百万円と前年同期に

比べ191億８千３百万円、29.5％の増収となりました。利益につきましては、自動車部品及び自動車組立における受

注の増加などにより、営業利益は、64億８千８百万円と前年同期に比べ45億５百万円、227.2％の増益となりまし

た。税引前四半期利益は、64億２千８百万円と前年同期に比べ45億７千１百万円、246.1％の増益、四半期利益は、

40億４千６百万円と前年同期に比べ34億４千７百万円、575.3％の増益となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりであります。

（日本）

　日本においては、前期に熊本地震による減産影響があった自動車組立及び二輪部品の受注が回復したことなどに

より、売上収益は、173億５千４百万円と前年同期に比べ45億９千２百万円、36.0％の増収となりました。税引前四

半期損失は、受注の増加などにより、１億７千９百万円と熊本地震の影響があった前年同期に比べ26億３千９百万

円の改善となりました。

（米州）

　米州においては、連結子会社であるヤチヨ　マニュファクチュアリング　オブ　アメリカ　エル　エル　シー

（米国）及びユー　エス　ヤチヨ　インコーポレーテッド（米国）における受注の増加などにより、売上収益は、

207億１千９百万円と前年同期に比べ25億４千２百万円、14.0％の増収となりました。税引前四半期利益は、受注の

増加はあったものの、機種構成変化や新機種の立上り費用の増加などにより、５億１千２百万円と前年同期に比べ

４億２千６百万円、45.4％の減益となりました。

（中国）

　中国においては、連結子会社である八千代工業（武漢）有限公司（中国）及び八千代工業（中山）有限公司（中

国）における受注の増加により、売上収益は、171億１千５百万円と前年同期に比べ65億５千６百万円、62.1％の増

収となりました。税引前四半期利益は、受注の増加などにより、27億８千５百万円と前年同期に比べ13億６千５百

万円、96.1％の増益となりました。

（アジア）

　アジアにおいては、連結子会社であるゴウシ　タンロン　オートパーツ　カンパニー　リミテッド（ベトナム）

及びサイアム　ゴウシ　マニュファクチュアリング　カンパニー　リミテッド（タイ）における受注の増加や為替

換算上の影響などにより、売上収益は、289億４千５百万円と前年同期に比べ54億９千２百万円、23.4％の増収とな

りました。税引前四半期利益は、受注の増加や為替換算上の影響などにより、34億３千１百万円と前年同期に比べ

10億３千７百万円、43.3％の増益となりました。
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(2) 財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、1,291億８千５百万円と前年度に比べ17億５千９百万円の減少となり

ました。減少した要因は、棚卸資産が減少したことなどによるものであります。

　負債合計は、586億３千４百万円と前年度に比べ56億８千８百万円の減少となりました。減少した要因は、借入金

が減少したことなどによるものであります。

　資本合計は、705億５千１百万円と前年度に比べ39億２千９百万円の増加となりました。増加した要因は、利益剰

余金やその他の資本の構成要素が増加したことによるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の取得によ

る支出38億３千３百万円、短期借入金の純減額40億７千８百万円及び長期借入金の返済による支出18億３千６百万

円などがあったものの、税引前四半期利益64億２千８百万円、減価償却費及び償却費35億６千９百万円などによ

り、当第２四半期連結会計期間末における資金残高は167億１千１百万円となり、前年度に比べ１千８百万円増加し

ました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの前年同期に対する増減要因は次のと

おりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、税引前四半期利益64億２千８百万円、減価償却費及び償却費35億６千９百万円

などにより、前年同期に比べ54億４千７百万円増加し、105億６千８百万円（前年同期は51億２千１百万円の収入）

となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は、有形固定資産の取得による支出38億３千３百万円などはあったものの、連結の

範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出28億３百万円があった前年同期に比べ19億９千４百万円減少し、38

億２千７百万円（前年同期は58億２千１百万円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は、短期借入金の純減額40億７千８百万円、長期借入金の返済による支出18億３千

６百万円、配当金の支払額12億２千７百万円などにより、前年同期に比べ79億７千６百万円増加し、71億８千２百

万円（前年同期は７億９千４百万円の収入）となりました。

　

(4) 対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、20億３千７百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、日本の生産、受注及び販売の実績並びに中国の生産、受注及び販売の実績

が著しく増加しました。

日本においては、前期に熊本地震の影響による減産影響があった自動車組立及び二輪部品の受注が回復したこと

などによるものであります。

中国においては、連結子会社である八千代工業（中山）有限公司（中国）及び八千代工業（武漢）有限公司（中

国）における受注の増加によるものです。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000
 

　

②【発行済株式】

種類

第２四半期
会計期間末現在
発行数(株)

(2017年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2017年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,042,700 24,042,700
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
100株

計 24,042,700 24,042,700 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2017年７月１日～
2017年９月30日

― 24,042,700 ― 3,686 ― 3,504
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(6) 【大株主の状況】

2017年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１番１号 12,103 50.34

大竹榮一 東京都練馬区 1,312 5.46

ビービーエイチ フォー フィデリ
ティ ロー プライスド ストック
ファンド(プリンシパル オール
セクター サブポートフォリオ)
(常任代理人 株式会社三菱東京
 ＵＦＪ銀行)

245 SUMMER STREET, BOSTON,
MASSACHUSETTS 02210, USA
 
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

940 3.91

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 697 2.90

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 457 1.90

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー
証券株式会社

東京都千代田区丸の内２丁目５番２号 452 1.88

埼玉車体株式会社 埼玉県川越市南台１丁目５番４号 438 1.82

八千代工業従業員持株会 埼玉県狭山市柏原393番地 417 1.74

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 350 1.46

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 241 1.00

計 ― 17,411 72.42
 

(注) １ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)の所有株式数は全て信託業務に係る株式であります。

２　フィデリティ投信株式会社より、以下のとおり大量保有報告書の変更報告書の写しが提出されております

が、当社としては当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状

況には含めておりません。

氏名または名称 住所
報告義務
発生日

提出日
保有株券等
の数(千株)

株券等保有
割合(％)

エフエムアール　エル
エルシー

245 SUMMER STREET,
BOSTON,MASSACHUSETTS
02210, USA

2016年
7月15日

2016年
7月25日

1,209 5.03
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(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2017年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 29,200
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 24,011,500
 

240,115 ―

単元未満株式 普通株式 2,000
 

― ―

発行済株式総数 24,042,700 ― ―

総株主の議決権 ― 240,115 ―
 

　

②【自己株式等】

  2017年９月30日現在

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
八千代工業株式会社 埼玉県狭山市柏原393番地

 
29,200 ―

 
29,200

 
0.12

計 ― 29,200 ― 29,200 0.12
 

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１ 要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年（平

成19年）内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号

「期中財務報告」（以下「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2017年７月１日から2017年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

   (単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  16,693 16,711

営業債権及びその他の債権  38,376 38,122

その他の金融資産 ８ 1,536 956

棚卸資産  11,937 10,380

その他の流動資産  1,175 1,169

流動資産合計  69,717 67,338

非流動資産    

有形固定資産  49,696 50,237

無形資産及びのれん  6,321 6,485

その他の金融資産 ８ 1,557 1,811

繰延税金資産  1,639 1,463

退職給付に係る資産  1,494 1,431

その他の非流動資産  519 419

非流動資産合計  61,226 61,846

資産合計  130,943 129,185
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   (単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務  25,754 25,545

借入金 ８ 14,458 10,173

その他の金融負債 ８ 127 96

未払法人所得税  1,427 1,404

その他の流動負債  5,202 5,576

流動負債合計  46,968 42,794

非流動負債    

借入金 ８ 6,146 4,506

その他の金融負債  160 184

退職給付に係る負債  5,467 5,491

繰延税金負債  5,129 5,195

その他の非流動負債  451 465

非流動負債合計  17,354 15,840

負債合計  64,322 58,634

資本    

資本金  3,686 3,686

資本剰余金  3,488 3,488

利益剰余金  46,011 48,626

自己株式  △25 △25

その他の資本の構成要素  2,316 3,285

親会社の所有者に帰属する持分合計  55,475 59,060

非支配持分  11,147 11,491

資本合計  66,622 70,551

負債及び資本合計  130,943 129,185
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

   (単位：百万円)

 注記
前第２四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

売上収益 ５ 64,949 84,132

売上原価  △55,943 △70,226

売上総利益  9,006 13,906

    

販売費及び一般管理費  △4,982 △ 5,512

研究開発費  △1,955 △ 2,037

その他の収益  135 214

その他の費用  △222 △83

営業利益  1,983 6,488

    

金融収益  211 140

金融費用  △336 △200

税引前四半期利益 ５ 1,857 6,428

    

法人所得税費用  △1,258 △ 2,383

四半期利益  599 4,046

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  △69 2,952

非支配持分  668 1,094

    

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益(損失)(円) ７ △2.88 122.92
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

   (単位：百万円)

 注記
前第２四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

四半期利益  599 4,046

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産の純変動

８ 51 △98

純損益に振り替えられることのない項目
合計

 51 △98

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  △5,600 1,208

純損益に振り替えられる可能性のある
項目合計

 △5,600 1,208

その他の包括利益合計  △5,549 1,110

四半期包括利益  △4,950 5,155

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  △4,661 3,921

非支配持分  △289 1,234
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【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結会計期間】

   (単位：百万円)

 注記
前第２四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
至　2017年９月30日)

売上収益 ５ 31,309 43,201

売上原価  △27,495 △36,206

売上総利益  3,815 6,994

    

販売費及び一般管理費  △2,414 △2,694

研究開発費  △969 △1,052

その他の収益  33 122

その他の費用  △56 △38

営業利益  409 3,332

    

金融収益  57 60

金融費用  △100 △54

税引前四半期利益 ５ 366 3,338

    

法人所得税費用  △799 △1,323

四半期利益(損失)  △433 2,016

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  △742 1,475

非支配持分  308 541

    

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益(損失)(円) ７ △30.88 61.43
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結会計期間】

   (単位：百万円)

 注記
前第２四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
至　2017年９月30日)

四半期利益(損失)  △433 2,016

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産の純変動

８ 70 104

純損益に振り替えられることのない項目
合計

 70 104

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  △737 1,024

純損益に振り替えられる可能性のある
項目合計

 △737 1,024

その他の包括利益合計  △667 1,128

四半期包括利益  △1,101 3,144

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  △1,328 2,457

非支配持分  228 687
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

  (単位：百万円)

 注記
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

2016年４月１日残高  3,686 3,473 41,530 △25

四半期包括利益      

四半期利益(損失)    △69  

その他の包括利益      

その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する金
融資産の純変動

     

在外営業活動体の
換算差額

     

四半期包括利益合計  ― ― △69 ―

所有者との取引等      

剰余金の配当 ６   △336  

連結範囲の変動      

所有者との取引等合計  ― ― △336 ―

2016年９月30日残高  3,686 3,473 41,125 △25
 

 

2017年４月１日残高  3,686 3,488 46,011 △25

四半期包括利益      

四半期利益(損失)    2,952  

その他の包括利益      

その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する金
融資産の純変動

     

在外営業活動体の
換算差額

     

四半期包括利益合計  ― ― 2,952 ―

所有者との取引等      

剰余金の配当 ６   △336  

連結範囲の変動      

所有者との取引等合計  ― ― △336 ―

2017年９月30日残高  3,686 3,488 48,626 △25
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  (単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する金融資
産の純変動

在外営業
活動体の
換算差額

合計

2016年４月１日残高  438 2,549 2,988 51,651 10,311 61,962

四半期包括利益        

四半期利益(損失)     △69 668 599

その他の包括利益        

その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する金
融資産の純変動

 51  51 51  51

在外営業活動体の
換算差額

  △4,643 △4,643 △4,643 △957 △5,600

四半期包括利益合計  51 △4,643 △4,592 △4,661 △289 △4,950

所有者との取引等        

剰余金の配当 ６    △336 △971 △1,307

連結範囲の変動     ― 103 103

所有者との取引等合計  ― ― ― △336 △868 △1,204

2016年９月30日残高  490 △2,093 △1,604 46,654 9,154 55,808
 

 

2017年４月１日残高  600 1,716 2,316 55,475 11,147 66,622

四半期包括利益        

四半期利益(損失)     2,952 1,094 4,046

その他の包括利益        

その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する金
融資産の純変動

 △98  △98 △98  △98

在外営業活動体の
換算差額

  1,068 1,068 1,068 140 1,208

四半期包括利益合計  △98 1,068 970 3,921 1,234 5,155

所有者との取引等        

剰余金の配当 ６    △336 △890 △1,226

連結範囲の変動     ―  ―

所有者との取引等合計  ― ― ― △336 △890 △1,226

2017年９月30日残高  502 2,784 3,285 59,060 11,491 70,551
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

   (単位：百万円)

 注記
前第２四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  1,857 6,428

減価償却費及び償却費  3,736 3,569

金融収益  △211 △140

金融費用  336 200

営業債権及びその他の債権の増減額(△は増加)  1,292 641

棚卸資産の増減額(△は増加)  △966 1,670

営業債務及びその他の債務の増減額(△は減少)  39 △358

退職給付に係る負債の増減額(△は減少)  63 0

退職給付に係る資産の増減額(△は増加)  38 62

その他(純額)  △104 487

小計  6,081 12,559

配当金の受取額  31 12

　利息の受取額  184 135

利息の支払額  △72 △74

法人所得税の支払額又は還付額  △1,104 △2,064

営業活動によるキャッシュ・フロー  5,121 10,568

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △2,647 △3,833

有形固定資産の売却による収入  42 70

　無形資産の取得による支出  △650 △702

定期預金の預入又は払戻(純額)  1 636

事業譲渡による収入  229 ―

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

 △2,803 ―

その他(純額)  6 2

　投資活動によるキャッシュ・フロー  △5,821 △3,827

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(△は減少)  4,751 △4,078

長期借入による収入  200 ―

　長期借入金の返済による支出  △2,802 △1,836

　親会社の所有者への配当金の支払額  △336 △336

　非支配持分への配当金の支払額  △971 △890

　その他(純額)  △47 △42

 財務活動によるキャッシュ・フロー  794 △7,182

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  94 △441

現金及び現金同等物に係る換算差額  △1,488 460

現金及び現金同等物の期首残高  15,472 16,693

現金及び現金同等物の四半期末残高  14,078 16,711
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

八千代工業株式会社（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。その登記している本社及

び主要な事業所の住所は当社のホームページ（URL http://www.yachiyo-ind.co.jp/）で開示しております。当社及

び子会社（以下「当社グループ」という。）は、自動車及び自動車部品の製造及び販売を主な事業としておりま

す。また、当社の親会社は本田技研工業株式会社（以下「親会社」という。）であります。

当社グループの本要約四半期連結財務諸表は、2017年11月13日に当社代表取締役社長 山口 次郎によって承認さ

れております。

　

２．作成の基礎

(1) 準拠する会計基準

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特

定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

要約四半期連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求されるすべての情報が含まれていないため、前

連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　

(2) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている金融商品等を除き、取得原価を基礎とし

て作成しております。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示されており、また特に記載がな

い限り、百万円未満を四捨五入して表示しております。

 
３．重要な会計方針

当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸表に

おいて適用した会計方針と同一であります。

 
４．重要な会計上の判断、見積り及び仮定

当社グループの要約四半期連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報

告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定することが義務付けられております。実際の結果はこれらの見積

りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの変更は、見積りが変更された会

計期間及び将来の会計期間において影響を与えております。

本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断、見積り及び仮定は、原則として前連結会計年度に

係る連結財務諸表と同様であります。
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５．セグメント情報

セグメント収益及び業績

当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間 （自　2016年４月１日　至　2016年９月30日）

 (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額 連結
日本 米州 中国 アジア

その他の
地域

計

売上収益         

外部顧客への売上収益 12,761 18,177 10,559 23,453 ― 64,949 ― 64,949

セグメント間の内部売上収益 3,798 300 347 248 67 4,759 △4,759 ―

合計 16,559 18,477 10,906 23,700 67 69,709 △4,759 64,949

セグメント利益
（税引前四半期利益又は損失）

△2,817 937 1,420 2,394 3 1,936 △79 1,857
 

(注) １　「調整額」の内容は、次のとおりであります。

(1) 売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。

(2) セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。

２　セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

　

当第２四半期連結累計期間 （自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

 (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額 連結
日本 米州 中国 アジア

その他の
地域

計

売上収益         

外部顧客への売上収益 17,354 20,719 17,115 28,945 ― 84,132 ― 84,132

セグメント間の内部売上収益 4,647 129 776 512 71 6,135 △6,135 ―

合計 22,001 20,848 17,890 29,457 71 90,268 △6,135 84,132

セグメント利益
（税引前四半期利益又は損失）

△179 512 2,785 3,431 3 6,552 △123 6,428
 

(注) １　「調整額」の内容は、次のとおりであります。

(1) 売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。

(2) セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。

２　セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

EDINET提出書類

八千代工業株式会社(E02224)

四半期報告書

19/27



 

前第２四半期連結会計期間 （自　2016年７月１日　至　2016年９月30日）

 (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額 連結
日本 米州 中国 アジア

その他の
地域

計

売上収益         

外部顧客への売上収益 5,893 8,404 5,321 11,691 ― 31,309  ― 31,309

セグメント間の内部売上収益 1,865 144 178 103 32 2,321 △2,321  ―

合計 7,758 8,548 5,499 11,794 32 33,631 △2,321 31,309

セグメント利益
（税引前四半期利益又は損失）

△1,617 219 694 1,088 1 385 △18 366
 

(注) １　「調整額」の内容は、次のとおりであります。

(1) 売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。

(2) セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。

２　セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

　

当第２四半期連結会計期間 （自　2017年７月１日　至　2017年９月30日）

 (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額 連結
日本 米州 中国 アジア

その他の
地域

計

売上収益         

外部顧客への売上収益 8,546 10,171 9,872 14,613 ― 43,201 ― 43,201

セグメント間の内部売上収益 2,228 95 342 226 33 2,923 △2,923 ―

合計 10,773 10,266 10,213 14,839 33 46,124 △2,923 43,201

セグメント利益
（税引前四半期利益又は損失）

△112 △175 1,872 1,756 1 3,343 △5 3,338
 

(注) １　「調整額」の内容は、次のとおりであります。

(1) 売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。

(2) セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。

２　セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。
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６．配当金

前第２四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2016年６月21日
定時株主総会

普通株式 336 14 2016年３月31日 2016年６月22日
 

　

基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2016年10月31日
取締役会

普通株式 336 14 2016年９月30日 2016年11月30日
 

　
　

当第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2017年６月23日
定時株主総会

普通株式 336 14 2017年３月31日 2017年６月26日
 

　

基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2017年10月31日
取締役会

普通株式 384 16 2017年９月30日 2017年11月30日
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７．１株当たり利益

(1) 基本的１株当たり四半期利益(損失)

  (単位：円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

基本的１株当たり四半期利益(損失) △2.88 122.92
 

　

  (単位：円)

 
前第２四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
至　2017年９月30日)

基本的１株当たり四半期利益(損失) △30.88 61.43
 

　

(2) 基本的１株当たり四半期利益(損失)の算定上の基礎

①　普通株主に帰属する四半期利益(損失)

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益(損失)

△69 2,952
 

　

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
至　2017年９月30日)

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益(損失)

△742 1,475
 

　

②　期中平均普通株式数

  (単位：株)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

期中平均普通株式数 24,013,452 24,013,452
 

　

  (単位：株)

 
前第２四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
至　2017年９月30日)

期中平均普通株式数 24,013,452 24,013,452
 

希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有する株式が存在しないため記載しておりません。
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８．金融商品

(1) 金融商品の公正価値算定方法

 (現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務)

主に短期間で決済されるため公正価値は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 
 (その他の金融資産、その他の金融負債)

３ヶ月超の定期預金については短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額に近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

上場株式は取引所の市場価格によっております。

非上場株式は、類似上場会社比較法（類似上場会社の市場株価に対する各種財務数値の倍率を算定し、必要な調

整を加える方法）により算定しております。

デリバティブは、取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。

 
 (借入金)

借入金のうち、短期借入金は短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額に近似していることから帳簿価額に

よっております。

長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法に

よっております。

　

(2) 公正価値及び帳簿価額

金融商品の公正価値及び要約四半期連結財政状態計算書における帳簿価額は次のとおりであります。

なお、公正価値で測定する金融商品及び帳簿価額と公正価値が近似している金融商品については、次表に含めて

おりません。

 (単位：百万円)

 
前連結会計年度
（2017年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2017年９月30日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

長期借入金
(１年内返済長期借入金を含む)

10,002 10,043  8,139  8,164
 

 
(3) 要約四半期連結財務諸表に認識された公正価値の測定

以下は要約四半期連結財政状態計算書において公正価値で測定される金融商品を評価方法ごとに分析したもので

あります。それぞれのレベルは、以下のように定義づけられております。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

　

前連結会計年度（2017年３月31日）

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

    

デリバティブ資産 ― 54 ― 54

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

    

株式 523 ― 800 1,323

その他 ― ― 0 0

金融資産合計 523 54 800 1,377

純損益を通じて公正価値で
測定する金融負債

    

デリバティブ負債 ― 35 ― 35

金融負債合計 ― 35 ― 35
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当第２四半期連結会計期間（2017年９月30日）

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

    

デリバティブ資産 ―  27 ―  27

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

    

株式  614 ―  568  1,182

その他 ― ― 0 0

金融資産合計  614  27  569  1,209

純損益を通じて公正価値で
測定する金融負債

    

デリバティブ負債 ―  8 ―  8

金融負債合計 ―  8 ―  8
 

　

レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
　　至　2017年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
　　至　2017年９月30日）

期首残高 578 800

取得 ― 0

その他の包括利益 222 △232

期末残高 800 569
 

レベル３に分類されている金融資産は、主に非上場株式により構成されています。

非上場株式の公正価値の測定にあたり、類似上場会社比較法を用いて計算しておりますが、割引前キャッシュ・

フロー、純資産に基づく評価レベルなど、別の技法を用いると公正価値の測定結果が異なる可能性があります。類

似上場会社比較法による計算にあたっては、継続的に複数の類似上場会社を比較対象とするとともに非流動性の

ディスカウントを考慮しております。

 
９．偶発事象

連結子会社であるヤチヨ　オブ　オンタリオ　マニュファクチュアリング　インコーポレーテッド（以下「YOM」

という。）は、2014年６月27日に全事業をMatcor-Matsu Group of Companies（以下「Matsu社」という。）へ譲渡

しましたが、譲渡対価の一部が未払いとなっていることから、Matsu社に対して未払金の支払を求める支払請求訴訟

を、2016年６月17日にカナダ国オンタリオ州上級裁判所に提起しました。その後、Matsu社より当社及びYOMに対し

て、資産購入契約における表明保証違反があったとして、損害賠償金と同契約補償条項に基づく補償金の支払を求

める反訴が2016年６月27日に提起され、現在係争中であります。

なお、現時点において上記の訴訟の結果及び終結の時期を予測することは困難であります。
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10．後発事象

事業譲渡協議の開始

当社は、2017年10月４日開催の取締役会において、本田技研工業株式会社（以下「Honda」という。）との間で、

当社の完成車事業の譲渡に関する協議を開始（以下「本件」という。）する旨の基本合意書を締結することを決議

しました。

１　譲渡協議開始の理由

2017年10月４日に公表した「完成車事業の譲渡協議開始に関するお知らせ」のとおり、当社は、2020年Vision

「卓越した技術と特長ある製品で真のワールドワイドプレイヤーになる」を設定し、2017年４月からの３カ年を

「収穫と進化の期」と位置付け事業を推進しております。これまで、主力製品である樹脂製燃料タンク、サン

ルーフに経営資源を集中的に投下し、厳しい環境規制に対応する燃料タンクや、大開口で爽快感あふれるパノラ

マサンルーフなどを開発し上市するとともに、新規顧客への販路拡大を進め、グローバルでの事業拡大を図って

おります。また、樹脂製燃料タンクで培った技術を応用した高圧タンクの開発や、樹脂技術を進化させたCFRP部

品の研究開発などを進めております。

一方、Hondaは、存在を期待される企業であり続けるために、「すべての人に、“生活の可能性が拡がる喜び”

を提供する」という2030年ビジョンを掲げ、質の追求による成長を推し進めています。提供価値である商品・

サービスを徹底して追求していくために、全てのオペレーションで業務を深化させ、モノづくりを強化していく

方針です。その一環として、軽自動車に関する事業の強化に向け、当社の四日市製作所をHondaの事業戦略と迅速

かつ柔軟に連携させ、技術力や技能等を有効活用し、Hondaグループの軽自動車事業の進化と自動車の電動化に伴

う新技術／新機構に対応していく考えです。このような状況のもと、今回、Hondaから当社に対し、本件の提案が

ありました。

当社は、完成車生産が減少する中、完成車事業で培った従業員の技術・技能・経験がHondaグループ内で有効に

活用される提案であり、また、部品事業への経営資源の集中をさらに進めることが成長と企業価値向上につなが

ると判断し、完成車事業の譲渡に関する協議を開始することにしました。

２　譲渡協議の相手先

本田技研工業株式会社

３　対象事業の概要

（１）事業内容

軽自動車生産に関わる事業

（２）主な設備及び敷地、建屋の面積

・自動車製造のための溶接、塗装、組立の各ライン

・敷地面積　141,647㎡

・建屋面積　73,666㎡

４　今後の見通しについて

当該譲渡に伴う業績に与える影響につきましては、当事者間での協議中のため、現時点では不明であります。

 
２【その他】

(1) 中間配当

2017年10月31日の取締役会において、2017年９月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株主もしくは登録株

式質権者に対し、第65期中間配当金を次のとおり支払う旨決議いたしました。

① 中間配当金総額                                             384百万円

② １株当たり中間配当金                                        16円00銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日                    2017年11月30日

　

(2) 重要な訴訟

重要な訴訟については、「第４　経理の状況　１　要約四半期連結財務諸表　要約四半期連結財務諸表注記　

９．偶発事象」に記載しております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2017年11月13日

　

八千代工業株式会社

取締役会 御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士   足 立 純 一   印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士   福 原　崇 二   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている八千代工業株式

会社の2017年４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2017年７月１日から2017年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸

表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四

半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期

レビューを行った。

　

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、八千代工業株式会社及び連結子会社の2017年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

八千代工業株式会社(E02224)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１要約四半期連結財務諸表
	(1)要約四半期連結財政状態計算書
	(2)要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書
	要約四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	要約四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間
	要約四半期連結損益計算書
	第２四半期連結会計期間
	要約四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結会計期間

	(3)要約四半期連結持分変動計算書
	(4)要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	要約四半期連結財務諸表注記


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

